
「先進的多軸応力試験による鋼板成形の高度化」
研究会活動報告

Activity Report of the Research Committee on  
“Advancement of Steel Sheet Forming by Advanced Multiaxial Stress Tests” 

	1	 緒言
自動車や金型製造の現場では、成形シミュレーションの活
用により、試作回数の低減、トライレス（試作なし）金型設
計の実現を目指している。しかし成形シミュレーションの解
析精度は、トライレス生産を実現するにはいまだ不十分であ
る。その原因の一つは、解析ソフトウェアに組み込まれる材
料モデル（異方性降伏関数や多結晶塑性モデルなど）の精度
不足にある。通常、材料モデルは、単軸引張試験で得られる
材料試験データから作成される。しかし、実部品成形では材
料は多軸応力状態となるため、単軸引張試験データに基づく
材料モデルでは実用に耐えうる解析精度は得られない。した
がって、実成形に近い応力状態が再現可能な多軸応力試験か
ら得られる材料試験データに基づく材料モデルの構築 1）と成
形シミュレーションへの適用が不可欠である。
そこで本研究会では、産学から志を同じにする研究者の参
画を得て、以下の研究目的のもと3年間の研究活動を行った。
① 冷延軟鋼板を供試材として、十字形試験片を用いた二軸引

張試験や円管試験片を用いた二軸バルジ試験などの多軸応
力試験 2）を実施し、任意の多軸応力を受ける軟鋼板の弾塑
性変形挙動を精密に測定し、材料モデルの高精度化のため
の基礎データを構築する。
② 特殊な実験装置を必要としない、簡易型多軸応力試験方法
を考案する。
③ ①ないし②の材料試験データに基づいて、高精度な現象論
モデル（異方性降伏条件式）を構築し、成形シミュレーショ
ンの高精度化を図る。
④ 集合組織や転位組織などの微視組織情報に基づき、鋼板の
異方硬化挙動や成形限界を予測・解析するための多結晶塑
性モデルを構築する。

	2	 供試材と材料モデリング
供試材は冷延軟鋼板（公称板厚1.2 mm、SPCE相当）であ
る。機械的性質をTable1に示す。異方性の主軸として圧延方
向（RD）をx軸、板幅方向（TD）をy軸、板厚方向をz軸と定
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義する。またRDから45度方向をDDと略記する。
この供試材を用いて、十字形試験片を用いた二軸引張試験 3）

および円管試験片を用いた二軸バルジ試験 4）を実施した。応力
経路はσx：σy＝1：0, 4：1, 2：1, 4：3, 1：1, 3：4, 1：2, 1：4,  

0：1の9通りである。σx：σy＝1：0, 0：1はJIS13B試験片
による単軸引張試験で測定した。なお、円管試験片には曲げ
による予ひずみが入るため、低ひずみ範囲の応力－ひずみ曲
線を、十字形試験片により測定されたそれにより補正した 4）。 

二軸応力状態における供試材の加工硬化特性を定式化する
ために、等塑性仕事面を測定した。まず、RD単軸引張試験に
おいて、既定の対数塑性ひずみε0

pに達したときの真応力σ0

およびそれまでになされた単位体積当たりの塑性仕事W0を
算出する（以下、ε0

pを基準塑性ひずみと呼ぶ）。次に、二軸引
張試験およびTD単軸引張試験において測定された真応力―
対数塑性ひずみ曲線から、各応力経路においてなされた塑性
仕事Wを計算し、WがW0に達した時点の応力点（σx：σy）を
主応力空間上にプロットする。それらの応力点を滑らかに結
ぶ曲線をもって等塑性仕事面を決定した。等塑性仕事面を構
成する応力点（σx：σy）を、当該のε0

pに対応するσ0で除して
無次元化した無次元化等塑性仕事面をFig.1に示す。ε0

pの増
加に伴って等塑性仕事面の形状が変化していることから、異
方硬化 5,6）の発現が確認された。同様の異方硬化挙動は、平均
r値がおよそ1.5以上の冷延鋼板の二軸引張試験において確
認されている 7,8）。Fig.1の材料試験データを用いた材料モデ
ルの作成方法については3.1節を参照。
異方硬化挙動を定量的に評価するために、各応力比において
原点からε0

p＝0.005に対応する等塑性仕事点までの距離a0と、
ε0

p＞0.005なる各等塑性仕事点までの距離aとの比（形状比）
a/a0を算出した。結果をFig.2に示す。降伏直後からε0

p ≈0.05

までは、全ての応力比において無次元化等塑性仕事面が膨張
または収縮（σx：σy＝0：1のみ）している。σx＞σy及びσx：σy＝ 

1：4の応力比ではε0
p＞0.05のひずみ範囲にて、σx：σy＝3：4

および1：2ではε0
p＞0.2のひずみ範囲にて、a/a0はほぼ一定

値に収束している。

	3	 個別研究テーマの概要と成果
3.1　穴広げ成形
材料モデルが成形シミュレーションの解析精度に及ぼす影響
を明らかにするために、穴広げ成形 9）を対象として実験と有限
要素解析を行った。以下、RDからθ°方向のr値および単軸塑
性流動応力をそれぞれrθ、σθ、等二軸引張における塑性ひずみ
速度比ε・yp/ε・xpおよび塑性流動応力をそれぞれ、rbとσbする。
高次異方性降伏関数の材料パラメータの最適解同定手
法 10）を用いて、供試材の塑性変形挙動を精度よく表現可能な
Yld2000-2d降伏関数 11）のパラメータを2通りの方法で決定
した。方法Aでは、r0, r45, r90、および選択したε0

pにおけるσ0, 

σ45, σ90, rb, σbを用いてYld2000-2dの次数Mおよびパラメー
タαi（i＝1－8）を決定した。次数Mは6とし、ε0

p＝0.24に
対応する応力値を用いた。方法Bでは次の評価関数Fを最小
化するαiおよびMの最適解を同時に求めた 10）。

    （1）

ここで、∆li：i番目の応力経路における、原点から無次元化等

Table1　Mechanical properties of the test material.

Fig.1　 Measured stress points forming counters of plastic work at 
each strain level of ε0

p.
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塑性仕事面（実験値）および降伏曲面までの距離の差、∆βi：i
番目の応力経路における、塑性ひずみ速度の方向の実験値と
降伏関数に基づく計算値との差、wi,l：∆liに関する重み係数、
wi,β：∆βiに関する重み係数、N：応力経路の数である。本研
究ではwi,l＝1、wi,β＝ 0.2とした。
等塑性仕事面の測定結果をFig.3に示す。基準塑性ひずみ
ε0

p＝0.24までの等塑性仕事面の測定に成功した。十字形試
験片ではε0

p＝0.04までの等塑性仕事面が測定できた。同図

には方法A、Bによって同定されたYld2000-2d降伏関数によ
る理論降伏曲面を併記している。σx：σy＝4：1, 2：1, 4：3

において、方法BによるYld2000-2d降伏関数の方が実験値と
の一致度が良好である。
穴広げ成形の工具寸法をFig.4に示す。試験片は、直径

215mmの円形素板の中心にワイヤー放電加工により直径d0＝
30mmの穴を開けて製作した。試験片外周はビードにより固
定し、パンチストローク30mmまで成形した。
等方硬化則に基づくvon Mises、Hill ʼ48およびYld2000-2d

降伏関数（方法AおよびB）を用いて有限要素法による穴広
げ成形シミュレーションを行った。Hill ʼ48降伏関数の決定
にはσ0, r0, r45, r90を用いた。ソルバーにはAbaqus/Standard 

ver. 6.14-1を用いた。RDの半径線に沿った対数板厚塑性ひず
みの分布について、測定値と計算値との比較をFig.5に示す。
Hill ʼ48およびvon Mises降伏関数による計算値は板厚ひず

Fig.2　 Variation of the shape ratio a /a 0 with ε0
p measured for linear 

stress path tests.

Fig.3　 Measured stress points forming contours of plastic work, 
compared with the theoretical yield loci calculated using the 
Yld2000-2d yield function.

Fig.5　 Measured thickness strains along the radial lines parallel to 
the RD, DD, and TD, compared with those calculated using 
selected yield functions.

Fig.4　Experimental apparatus for hole expansion forming.
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みが極小値を持つ傾向を再現できていない。一方、Yld2000-

2d降伏関数による計算値は実験値の傾向と整合し、かつ方法
Bによる計算値の方が実験値により近い。これより、精度の
よい材料モデルの選択は、成形シミュレーションの解析精度
向上に大きく影響することが立証された。

3.2　�外接多角形による降伏関数簡易同定法の検討
鋼板の変形挙動を異方性降伏関数によりモデル化する場合、
二軸応力場での材料試験が必要となる。十字形試験片を用い
る二軸応力試験法は、測定精度についての検討がなされ 12,13）、
国際標準規格にも登録されている 3）。しかし、この試験には
専用試験機を必要とするため、現在、研究機関での利用が中
心となっている。本研究では、より簡便に異方性降伏曲面を
モデル化するための簡易同定法を提案した。ここでは、簡易
同定法によって得られる降伏曲面の妥当性を数値解析的に検
討した結果について紹介する。
提案手法では、簡便または古典的な3つの材料試験（単軸
引張試験、液圧バルジ試験および平面ひずみ引張試験）を用
いる。ここでは、塑性変形の基本的な特性として、塑性仕事
等価説および関連流れ則を仮定する。Fig.6に簡易同定法の
説明図を示す。単軸引張試験から応力軸と降伏曲面の交点が
求まり、r値からこの点での降伏曲面の法線方向が定まる。
また、液圧バルジ試験では等二軸応力状態での降伏点が求ま
り、さらに頭頂部のひずみ測定によりこの応力点における降
伏曲面の法線方向が定まる。幅広の試験片を用いる平面ひず
み引張試験では、幅方向の塑性ひずみが近似的にゼロとなる
ため、降伏曲面の応力軸方向への張出しの程度を測定でき
る。以上の試験により、降伏曲面に外接する多角形が測定さ
れる。上記の3つの応力点を通り、5本の直線に内接する近似
曲線として異方性降伏関数を同定する。

有限要素解析を用いて、提案手法の妥当性を検証した。以
下に手順を示す。まず解析で用いる異方性降伏関数を仮定し
て、上述の一連の材料試験を解析する。解析結果のうち、実
験的に測定可能な物理量のみを用いて実験同様のデータ処理
を行い、外接多角形を求める。最終的に外接多角形から同定
した降伏関数と解析に入力した所与の降伏関数を比較し、同
定能力を評価する。
解析には、2節で述べたSPCEの材料試験データを用いた。
解析結果から求めた多角形に内接する降伏関数の係数同定に
は、応力値および法線方向に対する誤差関数を定義し、これ
を最小化する係数として求めた 14）。

Fig.7に検証結果を示す。実線が所与の降伏曲面（正解）を、
破線が仮想実験結果から本同定法により求めた降伏曲面をそ
れぞれ示す。両者はほぼ一致している。一例ではあるが、本
同定方法の基本部分の妥当性を示した。なお、現在、実際の
鋼板を用いて実験的検証を進めている。

3.3　�平面ひずみ引張試験による等塑性仕事面の応力点探索
異方性降伏関数の材料パラメータ同定には二軸引張試験や
二軸バルジ試験などの特殊な試験装置が必要となるため、こ
れらに変わる簡易試験の確立が急がれる。等二軸変形におい
ては液圧バルジ試験により大ひずみ塑性変形特性を知ること
ができ、既にISOの標準試験 15）として確立されている。しか
し、高精度降伏関数のパラメータ同定には、平面ひずみ引張の
ような単軸引張と等二軸の中間の応力点が必要であり、現状
では液圧バルジ試験が二軸引張試験を完全に置き換えるもの
ではない。一方、幅広の引張試験片を用いた平面ひずみ引張
試験 16,17）が古くから実施されているが、この試験では幅方向

Fig.6　 Circumscribing polygon of yield locus measured by 3 types 
of simple material tests.

Fig.7　 Identified yield locus reproduced using circumscribing 
polygon and reference yield locus.
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応力が計測できない。そのため等塑性仕事面上の応力点を応
力空間にプロットすることができず、降伏関数の材料パラメー
タを決定する試験とは現状なりえない。そこで本研究では、平
面ひずみ引張試験と高次降伏関数を組み合わせることで、平
面ひずみ経路における応力点を探索する手法を提案した。
供試材は2節で用いたものと同じであり、拘束冶具を用い
て平面ひずみ試験を実施した。また、変形部に予め描いた4

つの目印をカメラで撮影して引張方向と幅方向のひずみを、
ロードセルにより長手方向応力を計測した。さらに本試験と
は別に、単軸引張試験により（σ0, σ90）と（r0, r90）を、二軸バ
ルジ試験によりσbを求めている。応力点探索には次式の6次
降伏関数 18）（板厚方向の平面応力）を使用した。

    （2）

ここで、σ0はRDの降伏応力、σx , σyはそれぞれRDおよび
TDの応力である。
続いて応力点探索の概要を以下に示す。まず、r0, r90, σ0, σ90

からC1, C2, C6, C7が次式により決定される。

    （3）

次に、平面ひずみでの応力点をσx：σy ＝σα：ασα、βσβ：σβと
置き、初期値としてσ＝β＝0.5とする。これにより、RDお
よびTDの平面ひずみ引張と等二軸変形で得られる3つの連
立方程式を解くことでC3，C4，C5が決定される。
以上で決定された降伏関数の平面ひずみにおけるαとβを
αnew，βnewとして求め、それらの変化量が十分小さければ計
算を終了。そうでなければα＝αnew，β＝βnewとして再度C3，

C4，C5を決定する。
以上の手順により決定されたSPCE材のε0

p＝0.03での等
塑性仕事面をFig.8に示す。実線が提案手法でパラメータを
決定した6次降伏関数での予測結果、プロットが二軸バルジ
試験で得られた結果である。両結果はよく一致しており、提
案手法を用いることで平面ひずみ引張試験を異方性降伏関数
のパラメータ同定に適用できることが示された。

3.4　�薄板材の単軸圧縮試験法の開発及び試験精度の検証
現在、薄板の面内圧縮試験法として、くし歯状の試験ジグ
を用いて試験片の面内に圧力を加え、面外変形を抑制する試
験法 19）が多く用いられている。本手法は試験ジグを用いて試
験片面内に圧力を加えるため、試験結果には試験ジグと試験
片間の摩擦や自由表面を拘束する影響が含まれる可能性があ
る。信頼性の高い試験結果を得るためには、様々な圧縮試験
法による試験結果を比較し、試験精度や試験特性について包
括的に議論することが重要である。
本研究では、改良型古典的圧縮試験法 20,21）と同様、積層型
の試験片を用いて単軸引張・圧縮試験が実施できる手法 22）

を開発した。冷延軟鋼板における引張圧縮特性の差異を調査
し、試験法及び試験片形状の違いが試験結果に与える影響に
ついて検討した。
供試材は2節の材料と同じである。初期ひずみ速度 

0.0005/s、RDに対して単軸引張及び圧縮試験を行った。試験
法及び試験片形状の詳細をTable2に示す。本圧縮試験法の
特徴は、接着剤による積層試験片を採用することで、試験片
面内に圧力を負荷せずに座屈を抑制して試験を実施できる。
全試験結果の真応力–対数ひずみ関係をFig.9に示す。流
動応力は、単板の試験片による引張試験結果（No. 1）のみ明
らかに低下する。積層試験片による結果（No. 2–4）は、3条
件ともに概ね一致している。冷延軟鋼板では、接着材による
積層試験片の使用によって、流動応力が僅かに高く評価され
てしまう。これは、アルミニウム合金板（A6061-T6）による
同様の検証 20）では確認されなかった現象である。積層試験片
の作製時に用いる接着剤は、試験片の自由表面を拘束し、転
位運動の障壁となる可能性がある。軟鋼のようにリューダー

Fig.8　 Comparison of equi-plastic work loci at 5% of plastic strain 
between 6th-polynomial prediction and biaxial bulge experiment.

Table2　Specimen shapes of the test material.
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ス帯が明瞭に観察される材料では、特にこの影響が試験結果
に顕著に表れる可能性があるが、詳細については今後さらに
検討する必要がある。

3.5　�単軸引張時のせん断ひずみを用いた降伏関数の�
精度検証手法の開発

近年提案されている高精度な降伏関数 11,18）は材料パラメー
タの数が多い一方で、精度検証にはパラメータ同定に用いた
試験結果とは別の試験結果による評価が必要であり、降伏関
数の精度を検証する新たな評価方法が必要である。本研究は、
降伏関数の精度の新たな評価手法の開発を目的として、 RDか
ら任意の傾角を有する引張試験において生じる微小のせん断
ひずみを、DIC法により精密に測定することで、降伏関数を評
価する方法を検討した。いくつかの降伏関数を評価した結果、
本手法により降伏関数の評価が可能である23）ことがわかった。
降伏関数を fとし、RDよりθ°傾いた1-2座標系について関
連流れ則を仮定すると、RDよりθ°傾いた方向に単軸引張を
行った場合に生じる引張軸方向の塑性ひずみε11

pと面内のせ
ん断塑性ひずみε12

pの比（せん断ひずみ比）は近似的にせん断
ひずみ増分比dε12

p /dε11
pに等しく、

  

  （4）

により与えられる。
590MPa級HSLA鋼板から単軸引張試験片をRDから11.25°

毎に切り出し、引張ひずみ10％におけるせん断ひずみをDIC

（Digital Image Correlation）により測定した。67.5°における
せん断ひずみ分布をFig.10に示す。試験片中央部でせん断ひ

ずみがほぼ一様になっていることがわかる。引張ひずみ10％
のときのRDからの角度θとせん断ひずみ比をFig.11に示
す。また、Hill ʼ48降伏関数 24）の材料パラメータを流動応力
から求めたHillʼ48 3σ、r値から求めたHillʼ48 3r、材料パラ
メータを単軸引張試験の結果と液圧バルジ試験結果から同定
したYld2000-2降伏関数 11）のM＝4，6および後藤4次降伏関
数 25）のせん断ひずみ比をFig.11に示した。同図より降伏関数
の精度評価にせん断ひずみ比を用いることが可能なことがわ
かった。

3.6　�結晶塑性モデルによる鉄鋼材料の加工硬化特性予測
筆者らは、結晶塑性モデルにより鉄鋼材料の巨視的な加工
硬化特性を高精度に予測することを目的として、研究に取り
組んできた。まず、冷延鋼板をはじめとする多結晶材料の変
形挙動を高精度に予測するためには、前提として単結晶材の
変形挙動を適切に予測できる必要があると考えた。
そこで、単純せん断変形を受けたフェライト単結晶材にお
ける加工硬化挙動と転位組織の発達 26）を結晶塑性モデルで
予測することを試みた 27）。解析では、転位壁の発達を直接モ
デル化したPeetersらによるモデル 28）を用いた。Fig.12に、
単結晶材の単純せん断変形におけるせん断応力ーせん断ひ

Fig.9　True stress－ logarithmic strain curves.

Fig.10　 Shear strain distribution measured by DIC under tensile 
strain of 10% in direction at angle of 67.5 degree to rolling 
direction.

Fig.11　 Theoretical and experimental shear strain ratios under a 
tensile strain of 10%.
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ずみ曲線を示す。実験では、デジタル画像相関法によりひず
みを測定した。結晶方位の異なる複数のサンプル（図中では
A，B，Cで表記）を用いて解析した結果、次のことが明らか
になった。（a）従来のモデルでは｛110}すべり系のみで転位
壁が発達すると仮定していたが、｛112}すべり系でも発達す
るという仮定を新たに導入したところ、ほぼ全ての条件で加
工硬化挙動と転位壁の発達を良好に予測できた（Fig.12）、（b）
実験において転位壁の発達が見られなかった条件では、4つ
のすべり系がほぼ等価に活動していることが解析から確認さ
れた。そこで、一定数以上のすべり系が同時に活動する場合
には転位壁は発達しないと新たに仮定したところ、実験結果
を良好に再現できた。以上のように、単結晶材の解析を通し
てモデルの高精度化を実現した。
続いて、冷延鋼板を対象として等塑性仕事面の異方硬化挙
動（Fig.1）の予測を試みた 29）。ここでは、複数のモデルを用
いた比較検討も併せて行った。この研究から、主に次の点が
明らかになった。（a）各すべり系の加工硬化を現象論的に表
現したモデルでは、異方硬化挙動はほぼ発現しない、（b）各
すべり系の加工硬化を転位密度の関数として表現したモデ
ルでは、異方硬化が発現する（Fig.13）、（c）すべり系間の潜
在硬化/相互作用マトリクスは異方硬化の発現に大きな影響
を及ぼす、（d）本研究では｛110}すべり系と｛112}すべり系
で同一の材料パラメータを用いたが、この場合いずれのモデ
ルも実験結果（Fig.1）とは異なる異方硬化挙動を示す。一方、
一般的にはこの二つのすべり系は異なる活動傾向を示すこと
が知られている。そこで数値実験として、｛112}すべり系の
活動を抑制した材料パラメータを用いたところ、実験に近い
異方硬化が発現した。このことから、解析の高精度化にはモ
デルとともにパラメータの決定も大きく影響することが明ら
かとなった。

3.7　�均質化結晶塑性有限要素法による冷延軟鋼板の数値二
軸引張試験と実験検証

本研究では , 2節の供試材と同じ冷延軟鋼板の数値二軸引
張試験を実施し ,等塑性仕事面の予測およびその実験検証を
行った。EBSDによる｛111}極点図より、本材料はrファイ
バーを有する材料であることを確認した（Fig.14（a））。

Fig.12　 Shear stress-shear strain curves for three crystal orientations 
A, B, and C. Broken lines and plots are simulation and 
experimental results, respectively 27）. 

Fig.13　 Contours of equal plastic work predicted using crystal plasticity 
analysis with dislocation-density model. W0 denotes plastic 
work29） .

Fig.14　 (a) {111} pole figure of the cold rolled steel sheet used in 
this study. (b) Contours of equal plastic work calculated by 
numerical biaxial tensile test and those measured by the 
biaxial tensile test with a cruciform specimen.
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数値二軸引張試験においては既報 30）の計算方法を用いた。
材料の巨視的な変形を表現するマクロモデルには6面体要
素を1つ用いた。各要素の積分点数は8である。マクロモデ
ルの各積分点において、集合組織を表現する代表体積要素
（RVE）を定義した。RVE は立方体形状とし、マクロモデル
と同じ要素を用いて5×5×5の要素分割を行った。RVE を構
成する要素の各積分点に1つの結晶方位を割り当て、その結
晶方位はEBSDによる測定結果からランダムに選択した。し
たがって、マクロモデルの各積分点で考慮した結晶方位数
は1000である。すべり系は｛110}<111>、｛112}<111>および
｛123}<111>の合計48種類を考慮した。数値二軸引張試験に
おいては、実験と同様に、RDとTDを引張方向とし、それぞ
れの方向の応力比が一定となるように強制節点荷重を制御し
た。結晶塑性構成式に関するパラメータは、供試材のRDを
引張方向とする単軸引張試験で得られる真応力－真ひずみ
（SS）曲線と同条件で実施したシミュレーションで得られる

SS 曲線が一致するように同定した。
数値二軸引張試験および二軸引張試験で得られた等塑性仕
事面をFig.14（b）に示す。ε0

p ≤0.01では両者は良好な一致を
示すことから、数値二軸引張試験により等塑性仕事面の形状
を定量的に予測可能であることが示された。一方、ε0

p ≥0.02

のひずみ範囲では等二軸引張近傍において両者に乖離が見ら
れ、異方硬化挙動の予測精度には課題を残した。

3.8　�非線形負荷を受ける鋼管の塑性変形挙動
塑性構成則の一部に関連流動則を適用することが一般的で
ある。しかしながら、時間非依存の結晶塑性論によれば、多
重すべりが起こる場合には降伏曲面に尖り点が形成され、そ
の結果、すべり系の活動は応力状態だけでなく、応力やひず
み速度にも依存することが明白である。つまり、塑性ひずみ
速度の発生方向は、応力状態に加えてこれら速度量の影響を
受ける 31）。本研究では、金属材料の塑性流動の支配要因を実
験的に検討した。純鉄の薄肉円管に引張－ねじり負荷を与え
て、種々の線形負荷試験と非線形負荷試験における塑性ひず
み速度の発生方向を測定した。これらの試験結果の比較を通
じて、塑性流動現象に及ぼす負荷状態の影響を明らかにした
ので、ここに報告する。
供試材は、公称外径30 mm、公称肉厚1.2 mmの純鉄の薄
肉円管である。試験片の自由変形部の長さは90 mmとした。
線形負荷試験では、チャックの変位量uと回転量Ωの比を一
定に保持した。負荷角度をϕ＝Arctan（Ω

・
/u
・）と定義した。基

準変位速度u・0、基準回転速度Ω
・

0を定義し、負荷角度ϕにおい
て変位速度をu・＝u・0cosϕ、回転速度をΩ

・
＝Ω

・

0sinϕと規定し
た。試験条件は、ϕ＝10, 20, 30, 40, 50, 60, 70°とした。
次に、非線形負荷試験においても変位量と回転量を制御し

た。引張ひずみが約0.03に達するまで単軸引張りを負荷し、
その後、変位速度と回転速度の比を一定に保持した。線形負
荷試験と同様の方法でチャックの変位速度u・と回転量Ω

・
を決

定した。試験条件は、ϕNL＝15, 25, 35, 45, 55, 65, 75, 90°の負
荷角度とした。
線形負荷およびϕNL＝90°の非線形負荷における応力経路
をFig.15に示す。線形負荷において、変位量と回転量の比を
一定に保った結果、負荷開始から降伏までは直線的に応力が
増加した。その後、降伏伸びが発現したため応力は不安定な
挙動を示している。降伏伸びの終了とともに応力は再び直線
的に増加し始めた。非線形負荷では、単軸引張を負荷してい
る間に降伏伸びが発現し、加工硬化が開始した後で負荷経路
を変更した。負荷経路の変更とともに応力経路は非線形に曲
がっている。非線形負荷の応力経路は、線形負荷のそれらに
交わりながら発展している。そこで、応力経路の交点におけ
る塑性ひずみ速度の発生方向を算出した。Fig.15の応力経路
の交点に示している破線と実線はそれぞれ線形負荷と非線形
負荷における塑性ひずみ速度の方向（DL

p
/DNL

p）を示してい
る。交点において応力状態は同一であるが、線形負荷と非線
形負荷では、塑性ひずみ速度の方向が明らかに異なることが
分かる。ここで、線形負荷と非線形負荷の塑性ひずみ速度の
方向の差をθpとし、ひずみ速度の方向の差をθと定義する。
全ての実験結果において、θの増加に伴ってθpはおおよそ線
形に増加することを確認した。この結果より、塑性ひずみ速
度の発生方向はひずみ速度の方向におおよそ線形に依存する
ことを明らかにした。

3.9　�異方性薄板の塑性変形解析への非関連流れ則に基づく
構成式の適用

構造用材料である薄板材の多くは、冷間圧延を経て製造
される。金属材料の力学応答が等方的である場合には、二次

Fig.15　 Stress paths and direction of plastic flow for linear and 
nonlinear loading paths.
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降伏関数（Misesの降伏条件）と、塑性ひずみ増分が降伏関
数をポテンシャルとした関係式で決まる、いわゆる関連流
れ則が真理であるとされている。一方、薄板材には集合組織
（texture）に起因する異方性があり、力学応答や塑性変形は
異方性の影響を強く受ける。異方性は集合組織の発展と関連
しているため、等方性金属材料を対象とした塑性構成式との
論理的連続性が担保されるべきである。また、異方性には、
降伏応力の異方性と塑性変形の異方性があり、塑性論ではこ
れらを明確に区別して論じる必要がある。

1950年代以後現在に至るまで、特に1990年代以後には異
方性を呈する板材について、関連流れ則を真理として受け継
ぎつつ、降伏応力については等方性材料との連続性が担保さ
れない複雑な関数による新たな形式が数多く生み出されてき
た。流れ則をより一般化された非関連流れ則とし、塑性ひず
み増分は降伏関数とは違う塑性ポテンシャルから決まる、と
することで異方性塑性構成式が導けることは従来より知られ
ているが、金属材料の塑性変形については検討事例が極めて
少ない。
本研究は、非関連流れ則に基づく新たな塑性構成式の導出
と提案を行い、これを弾塑性有限要素解析に組み込み、円筒

絞り成形、穴広げ試験、角頭絞り成形などのプレス成形時の
塑性変形解析に適用することで、新たに提案した塑性構成式
の評価を行った研究である。
本研究では、降伏関数および塑性ポテンシャル関数をいず
れも二次形式としたHill の二次降伏関数（Hill ʻ48）による流
れ則を対象として、降伏関数は降伏応力の異方性のみで、塑
性ポテンシャルは塑性変形の異方性のみで表現できることを
示し、さらに、塑性仕事の共役性が満足できることを示した。
この構成式を弾塑性有限要素解析に組み込み、鉄鋼材料やア
ルミ合金板材の円筒絞り成形と穴広げ試験に適用し、直交異
方性（異方性の主軸が直交軸を形成）を呈する材料の範囲で
は、妥当な解析結果が得られることを示した。 SPCEの耳高
さについて、計算値と実験値の比較をFig.16に示す。関連流
れ則を利用する場合に生じていた誤差が、非関連流れ則では
改善された。
関連流れ則は非関連流れ則の特殊形であると解すること
ができる。本研究で対象とした非関連流れ則を基に、二次形
式の塑性ポテンシャルと様々な降伏関数との組み合わせで、
様々な異方性構成式を表現できることも判っており、今後も
研究を継続する予定である。

	4	 結　言
本研究会における3年間の研究成果を以下に総括する。

（1） 多軸応力試験法（十字形試験片による二軸引張試験、円
管試験片による二軸バルジ試験、引張－ねじり試験など）
は、金属板材の材料モデルの妥当性検証および高精度化
のために必要不可欠である。

（2） 成形シミュレーションの高精度化のためには、材料モデ
ルの高精度化が必須である。

（3） サーボ制御試験機を用いる多軸応力試験法の代替試験法
として、単軸引張・単軸圧縮試験、平面ひずみ引張試験、
液圧バルジ（等二軸引張）試験を組み合わせることによっ
ても、材料モデルの高精度化を図ることができる。

（4） 多結晶塑性解析により、多軸応力状態における軟鋼板の
塑性変形挙動を予測可能である。ただし、パラメータの
決定方法が解析精度に大きく影響する。一方、軟鋼板の
異方硬化挙動の再現には課題を残した。
最後に、鋼板の多軸応力試験法および材料モデリングの高
精度化に資する貴重な共同研究の機会をご提供いただいた、
日本鉄鋼協会創形創質工学部会の関係各位に深甚なる謝意を
表します。供試材をご提供いただいた鉄鋼各社に厚く御礼申
し上げます。

Fig.16　 Finite element analysis results of cup drawing obtained by 
using the non-associated flow rule with Hillʼs quadratic yield 
function.
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